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[要旨]

本論文では、まず中国の1949年以降の「単位j体制の成立から崩壊を経て「社区」建設に至るプロセスを

概観し、次に「社区j建設における中央政府の政策から、「和詰社会jを理想、とする「社区j建設の目的を

考察した。

中国は、 1978年からの改革開放政策により経済面での自由貿易、市場の開放、外資導入に伴う労働力の移
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動、行政面での地方分権、規制緩和などにより社会全体が、大きく変動した。それまでの固定化された古い

体制では、都市住民のほとんどが地域でなく職場に隷属し、管理され、全ての職場は計画経済体制の下、国

家にコントロールされていた。この「単位」体制が、改革開放政策により支障をきたしたのである。

そこで政府は、その補完的機能を担うシステムとして、基層社会において「社区J(コミュニティ)建設

を決定した。まさに「揺りかごから墓場まで」個人の全生涯を請負っていた「単位」体制を離れた住民の生

活環境は、どのように変化し、それにどのように対応しているのか。政府が推進する「社区」政策の目的は、

どこにあるのか。これらの点を天津市の資料と調査から考察した。その結果、「単位」体制では、その役割

は限定されていた「街居制jを復活させ、「社区服務jの名の下に「単位」体制が、担っていた雇用と社会

保障を「住民自らの力で解決させるシステムJとして居民委員会を中心に構築していることが明らかになっ

た。そして各都市は、独自に「社区」建設を推進しており、地方分権が進行していることが浮き彫りになっ

fこ。

これらから「社区」建設の中央政府の目的は、「単佐j体制が担っていた雇用と社会保障を「社区J建設

の名の下に各都市に委譲し、中央政府の管轄外に位置づけ、老人医療費や社会保障費など財政の負担増が予

想される部分を「社区Jに補完させるシステムであることを導きだした。

[キーワード]

基層社会、単位、社会保障制度、社区、居民委員会

[Abstract] 

The open door reform policy that China implemented since 1978 in th巴巴conomicarena saw the in住oductionof open 

markets， free trade and foreign capital importation. Consequently， manpower migration pattems shifted， administration 

decentralized， deregulations increased， and aIl Chinese society changed dramatically. 

Under the rigidly fixed previous system， nearly all city dwellers were subjugated to and controlled by the workplace， 

rather than the region， and all workplaces were controll巴dby the nation through its planned economy system (system 

of“Danwei"). 

The effectiveness of this system of “Danwei" work units becam巴hinderedby出巴 newreform policy. As a supple-

mentary measure to restore effectiveness， the government decided on the construction of “Shequ" comrnunities at 

grass roots soclet1es. 

How then all白ishas impacted the life environment of出osewho live in cities ? And what is the underlying motive 

of the govemment in promoting these “Shequ" communities? These two questions became由efocus of my researches 

and investigations in the city of Tianjin. 

It iおsfound from the results t白ha瓜tt出h巴centralg伊ov刊emmen凶tunder the nam巴of

sぬhe"i臼sable to transfer t由h巴socials臼巴c叩UI出t江tyand巴mpμ10句yme叩n凶tma白er路shandled by t出h巴workplaceto those handled by vari-

ouslocalr陀eg♂ionsoutside the jurisdiction of the central govemment. This leads to a system whereby the central govem-

ment can use“comrnunities" to impact areas it can not intervene， such as declining birthrate， society aging， and social 

secunty. 

[Keywords] 

“jic巴ngsh巴huiぺ“DanweiぺSocialSecurity System，“Shequ"， Residents，‘comrnittee' 

し問題設定

2003年、温家宝が総理に就任し、親民政策をとり社会的弱者、地域、階層に配慮した政策を打ち出した。
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それを目標とする「和語社会」建設に取り組む中国は、都市基層社会において「和語社区J(和語コミュニ

ティ)建設の推進を決定した 1)。中国の基層社会に現れた「杜区jという用語は、 1930年代に英語の rcom-
munityJから中国語に訳され、地域社会を意味する専門用語として使用された。 90年代「社区J建設が、都

市部で盛んになるにつれ「社区」という用語は、学術用語から日常用語に変化した。

「杜区」は、 1978年の改革開放政策と平行して発展してきた。経済面での自由貿易、市場の開放、外資導

入に伴う労働力の移動、行政面での地方分権、規制緩和などにより社会全体が、大きく変動した。それまで

の固定化された古い体制では、都市住民のほとんどが地域でなく職場に隷属し、管理されていた。又、全て

の職場は計画経済政策により国家にコントロールされていた。この社会システムが、改革開放政策により支

障をきたしてきた。

「社区Jに関しては、陳 [2000J、立石 [2001J、三橋 [2002Jなど、すでに社会学の視角からの研究は進

んでいる。しかしそれらは、各地の「社区J建設に関して全体的な仕組みの分析が中心である。李珊 [2002J

は、先行研究を総括し、大連のフィールドワークから「社区」の機能を福祉機能と社会管理という「二重機

能」を持つと結論付けている。この点は、唐忠新 (2007年、聞き取り調査)の「今後中国では、老齢化が進

み『社区』の福祉政策、公共サービスが重要になり、『社区Jの機能は、『社区服務.1 (“社区サービス"以下

「社区服務」を使用)といっても過言ではない」という意見と重なる。しかしこれらは「社区」の機能とし

ての一面を示しているに過ぎない。計画経済における「単位」体制は、雇用と社会保障を一体化したシステ

ムであった。「社区」は、基層社会のシステム転換であり、今後の社会的、経済的安定を左右する点からも

雇用と社会保障の両面からの考察が必要である。それに加えて社会保障などの費用分担をどのようにするの

かといった分析も必要であろう。それにより「杜区j政策の目的が明らかにされるだろう。本論文では、第

E章で[単位」体制の崩壊を経て「社区」建設に至る、統治機構の経緯を天津市の資料から明らかにした。

第E章は、天津市の調査より「杜区」の機能と役割を分析して、中央政府の「社区」建設を雇用と社会保障

に絞って考察した。第N章では、「杜区」が、どのような形で建設されているのかを「社区」のモデルから

分析し、都市ごとに様々な「社区」が建設されていることを明らかにする。第V章は、全体のまとめと結論

である。

H.中国都市基層社会における統治機構の変遷

1I -1 r単位」社会の成立過程
1949年10月1日、新中国が社会主義国家として成立した。毛沢東は、都市が農村をリードし発展を促す管

理体制の強化と都市建設推進のために1951年「中華人民共和国労働保険条例」により都市部中心の社会保障

制度を確立した。この社会保障制度が、「単位」体制の始まりである。中国語で「単位」は、日本語と同じ

度量衡の計量基準を意味したが、新中国成立後、壁で固まれた仕事先、従業員及びその家族の日常生活を支

える食堂、病院、学校、宿舎などの施設が建設され、「単位」は「勤務先・通学先」を指すようになった。

その後、 1953年からの第一次5ヵ年計画(1953-57年)では、ソ連をモデルに固有企業中心の就業と社会保

障の一本化による「単位」体制の確立を目指した。この「単位j体制は経済面から「現代中国の経済発展に

一定の貢献をしてきたことは確かである。旧中固から引き受けた負の遺産を背負いつつ経済建設を進めるに

は集権的行政的な経済運営システムの構築は避けられなかったJ(中兼 [2000J p.4 7) と、一定の評価はで

きる。社会システム面からは、生産組織において生活空間を整備することは「国家の力が社会の基層まで届

くシステムが歴史上初めて構築され、計画経済のもと個人の生活様式までも直接管理することが可能になっ

たJ(陳 [2000Jp.139) といえる。陳 [2000Jによると、国家の管理体制の下では、地域性や個人の自立性

は欠落しており地域社会というより「単位J社会であると述べている。三橋 [2000Jは、「単位J体制に入

ることができなかった、法定扶養者のいないもの、労働能力のないもの、収入源のない孤児・老人・障害者

など、所謂「三無」が、「単位J社会には存在していた点を指摘している。よって、『単位』社会とは、 rr単
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位』体制と非『単位』体制により構成された社会jといえる。この「単位」社会では、「戸籍制度jと「人

事梢案jが、組織管理、人材配置において重要な意味を持っていた 2)。これにより個人は、企業「単位jと

事業「単位J(国家機関・学校・病院など)、非「単位jに配属され、「戸と個」の管理と配置を国家が掌握

した。「単位j社会は、自発的に形成された地域共同体ではなく、国家制度により実現した生産資源の配分

をめぐる生活集団であり、基層社会の管理を目指した社会システムであった。

H-2 I単位」社会の崩壊

三橋 [2000J、李珊 [2002Jによれば、「単位J体制の中心をなす社会保障制度は「単位型社会保障制度J

といわれる。この「単位型社会保障制度」とは、①社会保険、②社会福利、③社会優待、④社会救済、⑤住

宅保障で構成されていた 3)。その特徴の一つは、①~⑤の社会保障を一体化した保障制度で、全資金を「単

位」が負担する点である。「きわめて単純化していえば、国家が都市の社会保障資金を全て負担していた」

(中兼 [2000Jp訓点である。もう一つは、個人が「単位Iを離れると、社会保障を喪失するため人的移動

はなく、結果として失業が発生せず、生涯を「単位」の中で過ごすことにより、貧困もない点であった。個

人との関係においては、「単位jが身分を保証し、生活福祉の享受ができた 4)。具体的には労働以外に医療

保険、労働保険その他様々な生活困難補助制度があった。退職後は「退休金」の支給、存命中の医療・厚生

施設の使用権、死亡時の親族補助金のように個人と「単位Jは、雇用契約関係以上の従属的関係で生涯的関

係を結んだ。「終身雇用制度」とは、労働者が-s.職場に就職したら定年までその職場に雇用されるという

ものであるが、「単位」体制では、個人は退職後も「単位jから離れず生涯を終えるまで「単位jに在籍す

るのであるから、まさに「終身完全雇用制度」といえる 5)。

50年代に完成した「単位j体制は、 1978年の改革開放政策により(1)労働力の移動、 (2)固有企業の破

産、 (3)失業、貧困が顕在化し、システムの転換を余儀なくされた。従来の「単位型社会保障制度jでは、

個人が社会保障に義務も責任も負うことはなく、都市部では最低生活保障も政府が引き受けていた。同じく

1978年からの 11人っ子政策jは、家族に依存した従来型保障では、急速な高齢化に対応できなくなった。

「単位j社会に「単位j体制から離れ、非「単位」体制に吸収される人々が急増した。これらの人々の増加

は、「単位」体制が果してきた社会保障と雇用を、誰が(保障主体)どのような方法(保障手法)で担うの

かというシステムが構築されておらず、「単位J社会に新たな枠組みを要求した。また「戸籍制度jの緩和

により都市へ農民が出稼ぎ労働者(以下、農民工)となり移動し、彼らの管理と同時に公的扶助政策も必要

になった。これらの変化に対応できる新しいシステムとして「杜区jは、市場経済の進展に伴い「国家が職

場に対する直接的統制を放棄した結果J(陳 [2000Jp.163)、新しい状況が「単位」社会に出現し、これに

対応する政策を担うシステムとして表舞台に登場した。「単位」社会から「杜区」社会への転換は必然であ

った。

H-3 I社区」の成立過程

計画経済から市場経済への変化は、「単位j社会から「社区j社会への転換となったが「単位」を離れた

人々が「社区jにどのように移行したのか。「杜区」社会と「単位」社会との違いはどの点にあるのか。こ

こでこれらの聞いを「社区」建設の成立過程からみていこう。

中国では、都市の行政制度は、市、区、街道弁事処、居民委員会の四つのレベル(四級)から構成される。

「社区」は、「街道弁事処J(区政府の出先機関)と「居民委員会J(末端の住民自治組織)が管轄する「社会

的空間範囲を指す行政区域j或いは、「街道弁事処や居民委員会が管轄する地域空間的範囲を指し地域性と

いう意味合いを持つJ(馬 [2005Jp.336、李珊 [2002Jp.23)区域といえる。「社区」を行政区画から示すと、

図Hになる。「社区jの業務は、街道弁事処と居民委員会によって担われている。「街道弁事処」の指導下に

「居民委員会jがあり、居民委員は「実質的には行政末端J(立石 [2002Jp.l70)の職員である。

「社区」建設は、 1987年武漢市での「社区服務」の正式発表から始まったとされる。すでに「盲流J(無
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天津市の具体例
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図E 中国における行政区画による「社区」の概念図

(出所)馬 [2005、336ページ]、立石 [2002、170ページ]
2006年8月筆者調査

秩序な人口流出)r民工潮J(出稼ぎブーム)の現象は起っていた 6i 0 r戸籍制度jにより分断された農村戸
籍者と都市戸籍者が、生活空間を共有することは、都市にとって初の体験であった。農民工の都市流入を考

慮しながら、なぜ、この時期にどのような経緯で「社区J建設が政策として決定されたのか。「杜区jは、既

存のものであったのか、という点を考察しよう。そこで、天津市を例にして「社区Jの成立過程を概観する。
天津市は、「居民委員会」と「社区服務Iの発祥の地である。そのため中央政府の政策として「社区j建設

が決定された背景と経緯が、資料から明らかにされる。以下の記述は、『天津通史・民政志j[2001]、『天津

市旧 6区各区志・街道編j [1998~2004] に基づいている。

1949年の新中国成立後、天津市は、 50年代国民政府期の「保甲制 7'J に代わり「接管体制 81Jが導入され

「街居制jが形成された。まず、「街居常JjJの「街jは、 1949年3月「各区街道組織試行弁(緋)法jによ

り「保甲制」が撤廃され、 318ヵ所の「街jと1万2556ヵ所の「聞」が設立されたことから始まる。そして

「警政合一J(警察機関と行政機関との統一)の原則に則り「街公所jを公安派出所に設置し 1~ 2人で任務

にあたった。 1952年「街公所臨時弁法J(街公所暫行排法)により2000戸に 1ヵ所、全市163ヵ所に「街公

所jを設置し、区政府の派出機関とした。 1954年全国人民代表大会常務委員会「都市弁事処組織条例」によ

り「街公所」が「街道弁事所」と改められた。これは、「街道弁事処jが、「行政と公安jを目的とした機関

であったことを示している。次に、「街居制jの「居」にあたる「居民委員会jは、天津市が起源であるわ。

天津市では、「防盗隊Jr防護隊Jr居民小組Jr居民委員会」などの名称で公安との連絡にあたる住民の治安
組織が、存在していた。 1950年、治安組織の名称を統一し全国初の「居民委員会jができた。同年 7月、

「天津市各区居民委員会組織弁(緋)法jを公布し、各公安派出所管轄地区に居民委員会を置き、そこの主

任は派出所長が兼任し、副主任は人民政府から派遣し、居民委員は管轄地区の住民が推薦した叩)。居民委員

会は、 150~500戸から組織され、下部組織として15~40戸の居民小組が置かれた。全市の居民委員会は994

ヵ所、選出委員は6879名いた。 1954年、全国人民代表大会常務委員会で「都市居民委員会条例jが公布され

居民委員会は、「住民の自治組織」と正式に認められ「街居制」が確立した。この「街居制Jが管理する非
「単位j体制は、いず、れ消滅すると考えられた 1110r単位j体制が、政府指導で建設されていくが、「単位j
体制に吸収されない住民が「街居市JjJの管理下にいて、居民委員会は彼らの大衆運動、社会救済、食糧配給

などを担っていた1210

1958年に始まる大躍進政策期に、天津河北区鴻順里街道は、全国に先駆け「都市人民公社jを設立した。
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続いて天津市103ヶ所の[街道弁事処」が、 57ヵ所の都市人民公社を合併して設立した131。そして「政社合

一J(人民公社と末端行政との統一)体制が敷かれたが1962年、大躍進の失敗により、以前の「街居制Jに

戻された。

文化大革命期(1966-76年)は、「街道革命委員会Jr革命居民委員会jと改名したが、 1979年に再び「街
道弁事処Jr居民委員会J(以下、街道・居民委員会とする)に戻した。しかし、街道・居民委員会は「文化
大革命j期に[上山下郷運動jなどで住民と直接接する機会が多くなり多様な機能を帯びるようになった14)。

三橋 [2002Jによると、文化大革命期の政策は、現行の政策の対極にあるようにみえるが、この時期に整備

された「居民生活服務姑J(住民生活サービスステーション)は、「社区服務」の発想、の起源であり、この時

期に「社区j政策の基盤が築かれたという。

1978年の改革開放後は、街道・居民委員会が設置した「生産聯社J(経済活動機構の総称)、「労働服務公

司J(労働サービス会社)が、下放青年の一部就職先になったl九「街居制Jは、中央政府の政策により行政

機関よりむしろ経済活動としての機能を帯びていった。そして1984年の都市経済改革の始動、 1986年の「労

働契約制jの導入による労働市場の流動化161、固有企業改革による余剰人員問題、農民の労働市場への大量

参入など雇用問題解決の役割を果した。その後は「社区Jの経済的発展を推進していった。 1989年3月天津

市和平区新興街に全国初の「社区服務志願者協会Jが設立され、同年12月「都市居民委員会組織条例」が公

布された。これにより35年ぶりに、「単位j体制では十分対応できない弱者保護のための「杜区服務」の中

心が居民委員会であり、その活動の担い手は「社区j住民であることが明確化された。居民委員会の「便民

服務J(一般住民向けサービス)には長期的免税措置をとり、第三次産業として「労働服務公司J(労働サー

ビス会社)、「便民服務J(一般住民向けサービス)事業が展開された。

1991年5月31日、民生部(日本の厚生省)部長崖乃夫の「社区服務jに関する意見書により、各地で「社

区服務Jという概念のもと「単位」社会の再編が開始された。 1992年10月の中国共産党14期全国代表大会で

の、「第三次産業を戦略的育成産業とするJ(中共中央国条院美子加快友展第三芹此的決定)決議を受け、

1993年、中央人民政府14省庁による「杜区服務を加速させることについての意見J(美子加快杜区服努並的

意見)により、「社区服務」は、国務院プロジェクトになった。 1996年、黄菊(上海市長、副総理)の報告

により「杜区服務」は、社会福祉事業から「杜区」建設事業へ転換された。準備段階として1999年11地区を

都市社区実験区とし17¥ その後15地区を追加した恥。朱錯基(元総理)、江沢民(元総書記)、胡錦涛(総書

記)は、天津市社区建設視察をしており、 2000年12月、「杜区J建設が、中央政府の政策として党中央から

正式に宣言された目)。

以上が、国家事業として「社区j建設が決定されるまでの経緯である。この経緯から以下の事がいえる。

(1) r杜区」の起源である「居民委員会Jは、「単位」体制成立以前から既に基層社会において地域住民
により組織化されており地域住民の生活の安全を守っていた。「単位」社会では、「居民委員会jの役割は限

定されていたが、政策転換期(大躍進・文化大革命・改革開放)に多様な機能を帯びるようになり影響力を

増した。その後「単位j体制の崩壊により住民活動の中心を担うようになった、 (2)r居民委員会jは、「単
位j社会において非「単位」体制の住民、特に弱者の公的扶助を担い、その後広範な住民の「社区服務jを

担うことになった、 (3)r居民委員会」の「社会救済・相互扶助」の精神に基づく「社区服務Jが、経済改
革の進展につれて第三次産業となり、雇用問題を地域が解決することに結びついた、 (4)中央政府が、社区

服務、第三次産業、「社区」建設事業の政策を決定したのは「下からの力」を無視できなくなった結果であ

ろうと、推測できる。

1989年12月26日に公布された「都市居民委員会組織条例jでは、居民委員会の任期は 3年、選挙制度の導

入、住民代表会議や財政の公開制導入など民主的な方向を示している。 1989年は、第二次天安門事件の年で

ある。当時の農村に表れた「郷鎮企業Jr民工潮jは、経済改革と共に基層社会のシステムの転換も政府に
突きつけた。それが、基層社会に阻止できない流れとして表れたと推測できる。「社区jの原型がみえる

「都市人民公社」運動においても「下からの力」が働いている201。基層社会の変遷をみると、社会システム
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の転換は、中央政府の政策転換と違い「下からの力」により転換していく姿がみえる。「単位」社会と「社

区」社会の相違点は、「下からの力」の有無といえるだろう。この原動力は、膨大な数の「農民jの空間移

動である。計画経済政策は、農民を農村に固定し「単位」社会を成立させた。改革開放政策により、農民が

都市へ移動した。ここに基層社会で「社区」社会へとシステム転換をさせる力が働いたと考えるのは妥当で

あろう。「社区」建設を担う街道・居民委員会は、 50年代から「単位」社会の非「単位」体制部分を担い、

文化大革命時期に、住民サービスと雇用システムを作り出し1978年以降「単位J体制の崩壊部分を吸収して

きた。この経緯を踏まえて次に「社区」の機能と役割を具体的に考察していこう。

m. r社区」の機能と役割

1[-1 r社区」の機能
「単位」社会の中心となる「単位型社会保障制度」についてはII-2ですでに述べた。その崩壊により一

部を吸収した「杜区服務」の機能を分析する前に「社区服務」に内在する問題点を述べる。 rw社区』におい

て重要な社会事業である「社区服務」の起源についてはいまだ定説がない。しかし、地域文化伝統として住

民間のE助精神が強い天津では、ボランテイア活動が盛んで、 80年代天津市のボランティアの人数は5000人

を超え、 1989年に最初のボランテイア協会が成立し、自発的地域志願者の自助活動は、社区服務事業の全国

範囲でのモデルとして宣伝されているJ(李珊 [2002Jp.l1)点に矛盾が、存在している。それは、「社区服

務」が、①公的政策としての社会事業、②産業としての経済事業で、あるのかが、暖昧な点である。つまり

[産業としての杜区服務は営利性を追求するメカニズムと、社会事業としての社区服務は福祉性を追求する

メカニズムとの聞の矛盾J(李珊 [2002Jp.9) という点である。そのため「社区服務」は、①公的扶助政策

の面、②第三次産業としての両面を内在している。「社区服務」の対象者は、①では三無、流動人口など社

会的弱者であり、②では一般住民である。「単位Jが担ってきた雇用と社会保障を合わせて「社区服務Jに

移行している。そのため「社区」の機能は、この両面から分析する必要がある。

1[-2一(1) 一般扶助主義による社会保障機能211

「単位」社会は、失業、疾病、障害、老齢、貧困に対する社会保障を考える必要がなかった。ところが、

固有企業改革と労働市場の開放により「下両職工J(一時帰休者)の生活保障、失業保障、最低生活保障な

ど新しい社会保障制度が要請されるようになった。 1986年の第七回五カ年計画において初めて「保障制度」

という言葉が登場した。その概念は、「国民収入を分配し、社会消費基金を創出し、国民が生、老、病、死、

傷、残、労働能力喪失、自然災害により生活が困難になった場合、物質的補助を与えることにより、基本的

生活需要と労働力の再生産を維持すること」である。この概念を基に中国政府は、①社会救済、②社会保険、

告社会福利、④社会優待、の四つの杜会保障制度を決定した2釦2釦)

石([臼20∞05日Jp.1回85日)によると i2010年までに社会保障制度の確立としいミ寸うが社会安定化装置としての新型社
会保障制度が十分機能するには、なおかなりの時聞が必要である」という見解だが、①社会救済に関しては、

全国に先駆け1993年上海市が、一定の所得水準以下の者を対象として120元/人/月生活保障制度を実施し

た。給付制度を成功に導いたのは、行政が街道・居民委員会を活用した点である。それは、「社区」の基層

組織の機能強化、活性化を促したのである。その後1999年国務院は[城市居民最低生活保障制度J(中国型

社会保障制度)を公布した。この財源は、地方政府が社会救済支出項目として最低生活保障資金に納入する。

街道弁事処が、管轄区域の区、社区の管理機構の職責を担う。最低生活保障、社会保険待遇、再就職支援活

動と「杜区服務」は一連の関係があり、対象者の漏れや重複を避けるために状況調査、申請、毎月の資金の

受け渡しを居民委員会が実施した。

医療、老人福祉に関しては、医療保険、老齢年金保険の未整備を補完するために街道弁事処ごとに医療セ

ンターを設置し、居民委員会ごとに診療所を設置した。医療費免除カードの発行や居民委員会事務所に老人



86 創造都市研究第4巻第l号(通巻5号) 2008年6月

の家を設置し、健康サークル活動をしている。これらは、「杜区jに「単位型社会保障制度」から排除され

た労働者及び家族を帰属させ、新しい「杜区型社会保障制度」を建設しているといえる。「単位」体制の個

別的、分散的保障制度を一般扶助主義に基づき体系化し拡大し全住民をカバーしている。この点から、一般

扶助主義による「安全網J(セーフティー・ネット)が「社区jの機能といえる。

m-2ー(2) 労働市場、人材市場を組織化した機能

1958年、大躍進に伴い工業、商業、文教、衛生の各単位が区から街道弁事処に委譲された。同時に“五八"

生産企業 (58年設立の街道企業)を興し婦女子達が労働に参加するようになった。その後、大躍進の失敗を

経て、文化大革命時期に街道革命委員会として復活し、工場を建設した。居民委員会は、小工場、小商居、

小旅館など経済活動を開始した。 1973年、街道・居民委員会は“五七"工場、“五七"生産隊で加工生産を

行った2九天津市南関区では、街道弁事処直属の“五七"生産工場は31ヶ所、従業員2075人、居民委員会直

属は、 189ヶ所、従業員 l万5097人で生産総額1068万元あった (r南関区志j[1998J p.252)。下放青年の都

市での就職問題解決のため街道集団経済(街道集団所有制企業)の発展を市政府が推進し、彼らの就職先に

なった。 1996年から本格的に始まった固有企業改革により「下闘J(一時帰休)人数は、 1998年には66.8万

人、 1999年には64.4万人に上った (W天津統計年鑑j[2000J p.1ol)o 1""社区」は、「再就職服務J1""社区教育」
を実施し、 2000年、就職訓練生は11.8万人、再就職訓練生は8000余名いた (r天津区県年鑑j[2000J p.151)。

表団に示すように、 1998年は25%を占める 8万人、 1999年は、 31%を占める3.1万人、 2000年上半期で44%

を占める1.46万人が「社区Jに再就職をしている(出所表E参照)。

表E 天津市下両職工(一時帰休)再就職状況表

単位:万人

1998年 1999年 2000年(1-6月)

下両労働者数 38.91 17.01 11.32 

再就職人数 32 9.96 3.31 

一般企業再就職者数 16 5.06 1.08 

社区再就職者数 8 3.1 1.46 

個人・自営業 8 1.8 0.77 

再就職率 81.80% 58.60% 29.20% 

(/J'，所) W2001年天津市経済社会形成分析と予illil.l[2001、278ページ]

ii:: : r下l出i]Jと「レイオフ」
は同義ではなし、。レイオ

フ(一時帰休)は景気変

動による釘定措置である

が「下両」はほとんと元
の職場に戻れない失業予
備軍、或いは半失業者で

ある。便宜上本論文では、

「一時帰休」とする。

1989年3月18日の天津市和平区新興街の「杜区服務志願協会」は、居民委員会を活動主体とした全国初の

自発的社区服務事業である24)。社会主義化の過程では、商業、流通業など第三次産業における生産活動は、

農業や工業に比べて国家建設に寄与しないと考えられた。しかし、「単位j体制では内部化して面倒をみて

きた生活関連のサービスが、市場に開放され、「社区服務」が第三次産業として全国的になった。この「社

区服務j事業は、①地縁・互助性を持つ、②公益性・福祉性を持つ、③財源、活動、運営管理は自主的に行

う事業である。「社区」では「雇用については居住地域が自ら解決すべき」という発想で、「居弁経済J(居

民委員会経営)、「街弁経済J(街道弁事処経営)の中核として人的・財的資源を確保し、分配し、新たな資

源の流れを生み出す機能を担いつつある。

m-3 1""社区」の役割
「社区」の役割については、I""r単位体制』の崩壊による社会保障制度の解体と公的社会保障制度の未整備
が、地域社会の自発的活動、相互依存的連帯感を生み出すJ(陳 [2000Jp.139)可能性もある。政府は「社

区服務jに多額の財政投資が不可能な状況にある。その原因は、人口構造の成熟化、 11人っ子j政策、都

市の高齢化による高齢者扶養が、市場経済の深化の中で取り残されたリスクの高い分野といえるからだ。そ
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のため「社区服務」事業は、「社区」の資源を利用して「杜区Jの力量により「社区jの問題を解決する住

民主体の社会福祉事業といえる。

全国社区居民委員は、 42.5万人、 50歳以下が75%、社区志願者組織7万ヶ所、志願者人数1600万人以上で

ある。居民委員の月給は、 300元以下が23%、301-800元は49%、800元以上は28%である。仕事は多岐に渡

り、現状で56種あり、管轄戸数1000戸ほどを 6-7人で担当している(唐 [2005Jp.270)。天津市は、 1958

年-70年代までは、居民委員は、家庭主婦、退職者を中心に構成され無報酬の活動であった。 80年代-90年

代は薄給で活動していた u河西区志j[1998J p.507)o 2006年、 800元/月、 2007年、 900元/月であった
(2006-7年聞き取り調査)。彼らの仕事は、管轄地域の住民生活に密着したサーピス提供を主としている。

しかし現在では、彼らの管轄地域に「単位j社会には存在しなかった「農民工Jが存在している。改革開放

政策により起こった農民の都市への移動により、「労働力」と同時に生活も「社区」に移動してきた。彼ら

は、都市建設に必要な労働力であると同時に生活者でもあり、都市という同一空間の共有者でもある。その

ため都市にとって初めての農村戸籍者との空間共存により起こる問題も、 n社区』で起こった問題は『社区』
で解決」、言い換えれば、住民自らが、居住空間の問題を解決しなければならない。このため「社区Jの役

割は、居住空間の「安全網J(セーフティー・ネット)を構築することにあるといえる。

園田一 1は、「天津市南開区学府街道弁事処天大五村居民委員会jの組織図である。この「杜区」は、天

津市南開区にある12ヵ所の街道弁事処に所属する238ヵ所の居民委員会の 1ヵ所である (W天津年鑑j[2005J 

p.55)。この「杜区」は、天津大学関係者居住区で、天津大学、民間法律事務所など専門職を「社区」に組

み込み住民サービスに活用している。張文徳主任(男性55歳)及び居民委員全員が杜区内居住者である。

「農民工J(夫婦・夫婦と女児)5人が、社区資源のレンガ家屋2棟に、清掃員として居住している。雇用費

用は、「社区j独自の収入から500元/月/人支払う。都市戸籍者と農村戸籍者の共同生活空間の問題を居民

委員会を中心に住民参加型で自ら解決している具体例である (2006年8月調査)。

居委会:主任 円三空管理

居委会:高IJ主任刊五扇R務

居委会:副主任トイ医療・保険

居委会:副主任トイ計画出産

民間法律事務所円相談・調停

|一般住民 H家屋改修補修
派出所 H自転車修理
社区民間警察

(戸籍管理)
退職技術者住民 H 電気器具修理

天津大学 トイ上下水道管理

図Eー1 I社区」居民委員会組織図[南開区学府街道弁事処天大北五村居民委員会]
(出所)2006年8月調在筆者作成
(注)同Hー 11社|玄」下部組織図。 11日i委会」は「居民委員会」

これまで述べた「単位j社会から「社区j社会への変遷をまとめると図皿-2となる。

1949年の新中国成立から1978年の改革開放を経て中国都市基層社会が、変化していることが明らかになる。
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1948年一1978年

「単位」社会

企業「単位」

終身完全雇用制度

単位型社会保障制度

N. r社区」の多様な形態

1978年一2000年

[単位]→[社会]

終身完全雇用制度・

単位型社会保障制度

図ill-2 都市基層社会の変遷

(出所)筆者作成

2000年一2007年

「社[単位]区J社会

社区型社会保障制度

第三次産業の発展

労働市場の開放

中央政府は、「社区」建設を推進する一方で「社区jを建設する地方政府に対し統ーした行政指導や管理

体制は実施していない。そのことは、「地域空間的範囲を指し地域性という意味合いJを強く持つ「社区j

というシステムをいかに運営するかをめぐり各地で様々な実験が行われた経緯から明らかになる。土地の再

開発、固有企業改革による失業者の増加、農民工問題など都市基層社会が抱える問題は多かった。これらを

解決するために「社区」社会に移行する準備段階で全国都市杜区実験区26地区は独自の社区モデルを生み出

した。中でも全国的に影響を与えている上海市、洛陽市、北京市、天津市について具体的に述べる。これら

の社区モデルから地方政府が、中央政府の管轄外に置かれ、地方分権が進行していることが明らかになる。

Y-1一(1) 上海社区モデル:都市管理体制改革政策25)

上海市では、経済のサービス化、老齢化、流動人口の増大といった90年代以降全国都市が経験する多くの

社会問題を80年代から経験した。 1994年、上海市党委員会は「杜区j建設の指示を出し、都市管理体制の新

モデル(二級政府、三級管理)を提唱した(図E参照)。それは、区の派出機関である街道弁事処に「社区j

建設の実質的決定権を持たせる体制である。ソフト面では、街道弁事処を中心に、専門機関を集め、上海市

政治管理委員会、社区発展委員会、治安委員会、財政経済管理委員会の四つの専門委員会が設けられ、従来

の縦割り行政の弊害を克服して、「社区」としての意思決定が迅速に出来るようにした。従来の地方制度の

基本である市区制(二級政府)の枠を崩さず、街道弁事処を準政府(三級管理)として地域管理を強化し基

層社会の現実に対応する行政機構改革を実行したモデルである。

Y-1一(2) 滞陽社区モデル:民主選挙型行政改革政策担)

洛陽市は、民主的選挙により住民参加の「社区」建設を行った社区モデルである。三橋 [2002]、刻

[2005]の調査から溶陽市の「社区J建設の内容をまとめたのが以下である。

溶陽市は、固有企業が市街地に偏在するため、居民委員会は「単位」体制の補完的役割であった。固有企
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業改革の嵐の中でも従来の「単位」体制から抜け出ることができない考え方が大半を占めていた。そのため

非「単位」と「単位」の住民が同じ「社区jの住民となっても地域として一体感がなく「社区J建設が難し

かった。そこで洛陽市政府は、 1998年から空間によって線引きをしていた従来の2700ヶ所の居民委員会を解

散した。そして「杜区」の規模を1000戸から1500戸とし、居住区の特徴により①非「単位」と「単位」との

混合型、~住宅地型(集合住宅)、③社宅型(企業社宅)、④機能型(商業、文化、観光施設など)に分類し

て、居民委員会を1277ヶ所に再編した。居民委員会の管理戸数は、平均523戸から1264戸とした。こうした

規模の再編と同時に定年退職の名誉職の多かった居民委員会幹部についても200戸-300戸に 1名の専門職の

配置という原則を導入して選挙を行った。専従幹部のポストに21302名の応募があり選挙運動中に住民意識

の盛り上がりがあった。そして民主的選挙が行われ、 3.3倍から選ばれた社区幹部を中心に社区管理委員会

が運営主体となり「社区」建設を担った。社区委員のほかに各社区から平均9.1名の委員が参加して社区委

員会を結成して「社区」建設を推進した。漆陽市は、下からの力を「社区」の運営に生かそうとするモデル

である。

N-1ー(3) 北京社区モデル: r属地化J(区域内行政管理)政策
北京市では、街道・居民委員会が、これまで、の経済活動をやめ、「属地主義jという「居民委員会の管轄

内の住民を管理する」原則に従って、北京市政府から予算をもらって行政活動を行う方向に進んで、いる。改

革開放政策が始まってから街道・居民委員会は、積極的に経済活動を展開した。しかし北京市政府は1998年

I社区」建設を決定後、街道・居民委員会は I北京市街道管理体制法案jの「北京市街道弁事処工作規定J

に従い、街道弁事処の営利部門を企業として独立させた。その他に、サービス業は、社区服務センターに分

離し、街道弁事処が投資した建物などは、企業に移管し、民営化を推進した。北京市政府は、 2000年に本格

的な行政改革に着手し、人員削減と行政の効率化のため一社区の規模を2000人以上とした。そして近郊の農

村戸籍者を都市戸籍者に変更して、都市戸籍者として居民委員会に組み込んだ。改革前、企業「単位」の家

族は「家属委員会」に所属し「単位jが管理していた。同じく中央政府や北京市政府などの事業「単位Jの

人々は I単位jが管理してきた。そのためこれらの「単位Jを街道・居民委員会は管理できなかった。しか

し北京市政府は、行政的に介入できなかった「単位jに対し、街道・居民委員会が「属地主義」により行政

範囲にあるもの全てを管理できるようにした。北京市政府の「社区」建設事業は、行政機構は行政事務、住

民管理に専念させ、営利経済活動は市場に任せ、公的経済活動は社区サービスセンターなど非営利として分

離し分業体制を明確にした。「政企分離J(政治と企業の分離)の改革により、北京市政府では、行政費用は

上級行政機関が全て提供し、街道・居民委員会は、管轄区域内にある事業「単位J、企業「単位」を管理で

きるという「属地化J(区域内行政管理)を徹底した。

N-1ー(4) 天津社区モデル:伝統服務型政策

天津市は、「地域文化伝統として住民間の互助精神が強く、 80年代ボランティアの人数は5000人を超え、

1989年に最初のボランテイア協会が成立し社区服務事業の全国範囲でのモデルJ(r天津市旧6区各区志・街
道編~ [1998-2004J) (李珊 [2002Jp.ll)が、「杜区jの特徴といえる。以下の記述は、『天津通史・民政

志Jl[2001J、に基づいて行う。

行政面での「杜区」建設は、街道弁事処の統廃合により効率化を図り、居民代表会議を住民参加、議会制、

民主的にした。天津市政府の1985年「迅速に第三次産業を発展させるJ(迅速友展第三戸的決定)決議を受

けて、居民委員会は、 1200ヶ所の服務センターを設立し街道弁事処には便民服務総合センターを設立した。

家電修理庖、理髪庖、クリーニング屈など60以上の業種を立ち上げ、市内6000ヶ所以上、 1万人以上が就業

し250万元以上の利潤を生み出している。 1986年「住民公約J(居民公約)を制定し公益事業を輿し、便民服

務活動を推進している。居民委員会の正副主任は 1-5人で3年に一度改選し、 500-1000戸が一般的な管

轄範囲である。下部に15-50戸の居民小組をおいている。企業の集中地区、高層住宅、単位家属委員会には
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それぞれ居民委員会の仕事を委託している。居民委員に関しては、 1950年代から地元民推薦で移動も少ない。

創設当時から「相互扶助jの認識で無報酬である点は既述した。

旧市街(現天津市内六区)は、「近代化と租界の発展が吸引力になり、急激な人口増加がおきた。しかし

流入人口全てが生活できるほどではなく、 1930年には、貧民数は、 15万871人である。これを救済するため

福祉救済組織が多く存在し、その代表ともいえる『粥廠j(お粥施設)では、 1930年12月 ~31年 3 月までに

124万人が粥を食した。慈善事業が盛んであることが、貧民を集めた原因でもあるが、上下層の階層ができ、

居住区の分離ができた。天津の近代社区区画は、 1930年代には人口密度、職業構成、民族、により地理的区

分がなされ現在まで大きな変化が生じてないJ(劉海岩 [1991]p.583)ことは、天津市の「社区」が地域空

間としても変化が少ないことを示す。居住区の再編もなく「単位J地区はそのままの形で「地区jに委託し

ている。居民服務事業、ボランテイア活動も1930年当時の経験が第三次産業を推進し、居民委員会による

「社区服務jとして全国レベルで宣伝され注目された。天津市は、「単位j社会の中で生き続けていたシステ

ムが「杜区」建設として再生した、伝統的な相互扶助復活型「社区」といえる。

N-2 r社区」建設の独自性
以上四つの代表的な「社区I建設モデルを取り上げたが、各社区モデルの共通点は、「社区jの活動の担

い手が「街道・居民委員会jであるという点のみである。「社区」建設の方法、内容は、それぞれ異なって

いる。そのことを「農民工j対策で比較してみよう。

北京市では、「杜区|は行政機関としてだけの役割を担っている。それは、「社区J建設の過程で、街道・

居民委員会の経済活動を民営化したため「社区I独自の税収がなくなったからである。北京市では、税収は

全て上級機関に一旦納税され、予算として区・街道・居民委員会に分配される。北京市民は「都市戸籍者」

として「社区Jに組み込まれ「農村戸籍者jと分離された。これにより「農村戸籍」の農民工が多い居住地

域には、「社区jを建設する必要がなくなった。行政サービスの担い手である「社区jの居民委員が存在し

ない農民工の居住地域では、行政サービスが受けられない事態が生じている (2006~ 7年筆者調査)。これ

は、北京市の財源は、者11市戸籍者にのみ分配するシステムのためである。「社区Jは、都市戸籍者のためで

あり農村戸籍者のためのサービスを提供する必要はないからである。「農民工j問題は、中央政府或いは農

民工の出身地方政府の問題であるという姿勢を打ち出している。北京市では、「杜区jにより居住空間の分

断と格差が生まれている。

天津市では、和平区小白楼街道弁事処は、「社会福利基金jを設立し、 56ヶ所の「単位」も協力し「困難

解決カードJ(疾病、失業などによる困難を解決する)の支給により、最低生活保障金の支給、貧困家庭進

学援助を行っている a和平区志.1[2004J p.678J)。河西区友宜路街道弁事処では、小学校修理費を寄付し
た。河西区桃園村街道弁事処は、 1500元で5名の失学児童を復学させた (r河西区志.1[1998J p.80)。和平区
南市街道清楽巷居民委員会、裕徳里居民委員会など農民工が多く住む「社区」では、天津市戸籍者と同様の

住民サービスを行っている (2006~ 7年調査)。これらの活動は、街道・居民委員会による経済活動が「社

区Iの財源としてあるために、天津市の財政から独立しており、「社区jが独自の住民サービスができるこ

とを示している。天津市では、「農民工j問題を「社区jを活用して住民自らが解決している。

上海市は、行政改革により「社区j建設の実質的権限を街道・居民委員会に集中した。そのため農民工を

雇用する企業は、地区の街道・居民委員会の行政指導の下に地方税を納めている。それは、企業にとって農

民工は、労働時間の制限なしに自由に雇用ができ、賃金も上海戸籍者に比べ安価で、あるといった利点がある

からだ。しかも戸籍管理と人口管理は、居民委員会が担っており、企業が農民工を雇用するには、「社区J

の保護下にあるのが便利で、あるという理由からである。上海市は、「農民工J問題を「社区Jの権限を利用

して企業との関係で解決を図っている。

このように、一概に「社区j建設といっても、地方政府が自らに適合したやり方で「社区j建設をしてい

る。「社区j建設は、中央政府から地方政府に委譲された政策である。
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V圃結語

本稿は、天津市の調査と資料を中心にして、「単位J社会から「社区J社会への変遷を明らかにした上で

「杜区jの機能と役割を分析し、[社区J建設の実態から中央政府の狙いを考察してきた。そこで得られた主

要な結論とその合意をまとめると以下のようになる。

第一に、中央政府は、改革開放政策により支障が出た「単位」社会のシステム転換を渇望していた。そこ

で「街居制jを復活させ、「下からの力Iを利用して市場経済のシステムとして「社区J建設を利用した。

それにより中央政府は、社会主義の看板を下ろさずに社会システムの転換ができた。「杜区jは、共産党政

権を維持するために基層社会に必要であったといえる。

第二に、中央政府は、これまで、担ってきた「単位j体制の根幹である単位型社会保障制度と終身完全雇用

制度の崩壊により、社会保障と雇用問題の解決策を模索していた。そこで「社区服務Jの「一般扶助主義に

よる社会保障機能Jと「労働市場、人材市場を組織化した機能Jにその解決策を求めた。「社区」の機能と

して、李珊 [2002Jの見解である「福祉機能」に雇用の機能を加えることにより、中央政府が「社区J建設

を政策決定した目的が社会保障と雇用を「社区」に補完させる政策であることが、明らかにされる。しかも

それは財政負担を削減したことに繋がっている。 1人っ子政策により出生率の制限はできたが、人口の高齢

化による財政の負担増は、避けられない。「単位j社会では、「揺りかごから墓場までjの保障制度ができて

いた。しかし改革開放政策後は、経済発展が優先され、社会保障制度は未整備であった。中央政府にとって

は、高齢者扶養費、老人医療費、退職者の年金などは、リスクの大きい分野であった。そこで財政負担が大

きくなると予想される老人医療費や社会保障費などを「社区Jの機能を利用して補完させ、財政負担の削減

に利用したといえる。

第三に、新中国成立後、中央政府は農村労働力確保に伝統的、封建的な「戸籍制度jを復活させ、都市経

済発展に農民を利用した。そして圏内に都市と農村というこつの生活空間を構築した。しかし1978年改革開

放政策では、大量の非熟練労働者が都市労働者として必要になった。そこで再度、都市経済発展に安価で大

量の労働力として農民を、各地方政府主導の「戸籍制度j緩和政策で利用した。この労働力の自由化により、

都市戸籍者と農村戸籍者とが同一空間に居住するようになった。この都市にとって初めての経験に、中央政

府・地方政府は、「杜区」に住民管理を任せた。住民管理システムは、共産党政権維持の要となるため、都

市基層社会の安全を守るという名目で「社区j建設を利用したといえる。

第四に、中央政府は、「社区J建設を強力に推進する反面、中央政府の統ーした行政指導と管理は行って

いない。かつて「単位j社会が、強引な政府指導で完成したのとは違い、「社区」建設は、地方政府独自と

いうより、「農民工j対策のように、地方政府の都合により建設されている。地方分権が確実に進行してい

ることでもあるが、中央政府は基層社会での問題を地方政府に委譲し管轄外に置いたことになる。これによ

り、「単位」社会が解決していない「戸籍制度」や社会保障などの問題を棚上げしたことになる。しかし、

天津市の「農民工jへの政策が示すように「社区」を活用して住民自らが問題を解決することもできる。こ

れは地方分権により地方政府が「社区」建設を独自にできるからである。このように政策決定権を行使し、

地元住民に利益の還元がある政策なら住民の不満が政府に向う事は少ない。しかし反対に、地方分権が、地

方政府の権力の集中に繋がるなら腐敗の元凶となり、住民の不満が起り、その不満は政府に向い基層社会の

不安定要因となるであろう。都市基層社会の問題を「社区jで解決を図ることが、これからの「社区」建設

の課題になるであろうが、これについては別の機会に考察したい。

[注I
1) I和讃社会jは、調和のとれた社会の意味。 2004年9月第16期中央委員会第6回総会で採択された「社会主義和諾社

会構築に関する若干重大問題決定」による。貧1h-の差是正、社会保障の充実、法治の実現、弱者の立場にたった平等社
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会を目標としている。

2) 1戸籍」の「戸jは、「家}j)Uを示し、1'1会構造の最小単位として、側人・共同体単位でなく戸単位で氏名、年齢、身

分、家族関係、健康、出生、死亡、逃亡、日]籍(戸口分給の凶地の絡)が把娠された。「人事枯案」とは、 1950年から

1952年にかけて中央人民政府と地方人民政府の指導の下、土地改革I:f午組によりチベットと一部の少数民族地区以外は、

全て土地改革が行われた。 1~地改革は郁Ttîと農村において、共産党が全聞における政権を掌握する目的があった。土地

改革の」方で、先祖の階級を恭にした I本人成分」、家族構成、学校成績、党歴、就職、結婚、言動、旅行歴、交友関

係、犯罪歴など個人情報が江iき込まれている「人事枯梁」が作製された。「人事柏案jは、小学校入学と同時に作製さ

れる。在学中は学校関係者、就職後は入学担当者により記入される身.I-. i'lーである。「単位」の共産党人事部、人事局、

労働局が厳重に管理し非公開で本人は ~IミィIIj内容を知ることはない。制人の全てが克明に第三者により記入されている。

3) 1初会保険」は年金、労災保|段、失業保険、医療保険、出産育児保険。「相会優待Jは、主に退役・現役軍人及びその

家族を対象とする救済制度。

4) 1工会J(労働組合)により「集凶生活福利施設J(食堂、託児所、教育施rt止、浴室、売庖、病院、文化・スポーツ施

設、療従iijr、休養所)でサービスの提供を行い、夫婦喧嘩の調停までした。

5 )詳しくは佐口・橋元編 [2003J r 人。Ji労務管理の歴史分析j 李挺生第日古I~第 9 章 [436 表9-1 J参照。

6 )都市住民は、「盲流J(無秩序な人11流出)と呼んでいたが、差別的表現という理由で使用をやめ「春節J(1日暦の正

)J)前後の膨大な人の流れから「民J:湖JJと呼ばれ、その後 ftZ民LJの訴が定着した。

7)民国までの戸籍制度のため導入された制度。一般的には10家を 1'1'、 10'1'を 1保、 10保を 1鎮とする。

8 )人民解放軍による接収、 1'P'I\ H，i!i IJ の卜、抜収による混乱を回避するためi~UI'に基ついて接管が行われたO

9) !sr忠新 [2000J、李珊 [2002J、二:右前 [2002J、により確認できる。 1I計民委n会」組織の起源は、天津の!民史に[11米す
る。 ii'fimは、 1840年のアヘン戦q，後、行自1，の守りとして天津に防衛を変Jfjし保甲制度の強化と団肢が、編成された。財

源は'r¥if，fと郷紳、商人が提供し、官l¥:111 tJllい、しかも相互独立の li'I治」を抗つ行政運営がその後の天津の都市運営の

)，'~JI三になった。また、 9 カ|剥の私lWがある天津は、租界と華界が治安を維持する機能が求められた。結来として「白 ifìJ

組織ができ、治安維持の機能が組織されたと考えられる。|百]JI.y.lYJ、武漢、!戊者11なとも類似の住民組織が確認されてい

る。

10) 1950年代から居民委員会は!!!f，報酬で社会的貢献をしてきた。肘氏委員会の役員、居民小組代表は、当W，!'文盲ヰiが高し、

状況において住民推薦の場合、範1mが限定されたと考えられる。:文行z干CJ950:i1:人口の3分の2、1964年49.5%、1982年

25%、2000年10.5%である (1械工民総 [2004Jpp.l66-67)。

11 )者川iシステム建設において手本となったソ述が、区政府を末端地/J政府と指定していた。 1953年「第一次5ヵ年計画」

により、都市部は国有企業=単位を Hilh として産業ごと主管官庁が統括する縦J~~ システムに都市空間が包摂され、街道弁

'Ji処が1.~;理する非単位は減少すると J~旬、された。

12) 非「単位」として社会救消の対象には、三!!I~、国民党関係者、右派分 f 、台湾出身者、帰国華僑などいた(三橋

[2000J p.90)。

13) 1大限進政策」は、近代的な共産 L義十i会を作ることを目的に1958-60年まで施行された農工業の大地産政策である。

毛沢東は生産力理論に基づきこの政策を実施したが、農村の現状を無視した強引な集団農場化、農村での鉄鋼生産など

を進めた結果、少なくとも 2千万人の餓死者を出し大失敗に終わった。

14) I 下放政策」とは、労働力鍛錬を1'1'し、プチブル思想を社会主義的に改造する為幹部・知識分子が地方 J~.'k111村に行くこ

と。 j丘山村や工場の現場なとにわくことを 1.1:山下郷」という。有11di労働力の農村移動の目的もあった。このときの青

年を 1T'欣青年」と呼ぶ。

15) I生Jl(jlYf;社」に関しては、 ，'r_石 ([2002Jp.171)に詳しく説明されている。

16)終身!日u日と平均主義的分配に守られていた国有企業労働者に対し、経'.:;A'1:i'と労働者が契約を結ぶ制度。
17) 11地[xは、北京市西城区、 1'. ilO= ili 1)古向|豆、重慶市江北区、南京市政楼|豆、杭州市下城区、青島市1'111十]区と凶:JiI~、石

家市長安|豆、海口市振東区、格陽i!i抗告inr区、天津市河西区。

18) 15地区は、洛陽市和平区、天津di干11、IC区、南京市玄武区、済南ddか下l豆、合肥市西下市区、仏山市区、西安市新i成区、
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本渓fli渓湖区、日合か浜市道里区、同市南花筒区、克技務依市克投璃依区、 l夏門市開元区、武漢市江漢区、長春市朝陽

区、潔河dji原匪区。

19) 朱tiil~ : 1998年2月、江沢氏:1999王手10月10日、胡錦i寿:2000年 6 月 18~20U W天津日報J。

20) I者Ilili人民公社」運動の具体的展開は、佐LI・橋元編 [2003J(李捷生第H部第 9i'詳)参照の事。

21)最低生活保障は、特定の対象者のみを救済する従来型の制限的扶助主義を転換し、一定の所得水準以下の者をあまね

く対象とするといった意味で_.~主扶助主義に J，!とづいた発想て、ある(三橋 [2000J p.95)。

22)①故低附(三無)の最低生活保障、②賃金労働者の基本的保障制度(老齢年金保険・医療保険・失業保険・工傷保

険・山ilIi育児保険の 5種類)、③財政支出による広義の社会保障、④財政支出による軍人家族の生活保障(石 [2005J

p.183~84) 。

23) 1966{!'. 5 月 7 日、毛沢東の指示から「五ヒ」とする。人民は、本職と政治、 lJH}~ も行い、プロレタリア階級の政治的

自覚を十字ち、全面的な成長を遂げた共産主義の新しい人111]に育て上げなければならないとして頭脳労働と肉体労働、都

市と民村、工業と農業の差をなくした。

24) 1989年3月18日、天津市「社区IJ日務志願者協会」の発足は、中国の社会発展事業においてきわめて記念すべき日であ

る。 IJ百民委員会」を中絞にした住民ボランテイア活動の原型は天津で創出されたもので、天津市は中国における「ボ

ランタリー活動の発祥の地」とされている(米 [1999J、'<lf[2000J、李 [2002J、同室 [2002J、刈 [2005J)。

25) I上海モデル」と同様に行政組織の改革を行ったモデルとして、① Il'I"局担 l正モデルJ(唐 [2002Jp.139)、(三橋

[2002J p.68)、②「大連社区モデルJ(李珊 [2002Jpp.51 -88)が、ある。

26) I洛陽モデルjと同様に干ーからの力で改不を行ったモデルとして、①「広東省モデルJ(刈 [2005Jp.8J)②「海口社

区モデルJ(1斉 [2002Jp.139)、(三橋 [2002Jp.67)、③「長イバ1:区モテソレJ(1旅 [2000J pp.l 43~ 162)、がある。
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